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(1)  地域経済好循環推進プロジェクト 
    （為替変動にも強い地域の経済構造改革と地方からのGDPの押し上げ） 
    ～ローカル10,000プロジェクトの推進と分散型エネルギーインフラプロジェクトの横串での集中支援～ 

   ・市町村の創業支援事業計画に基づき、より生産性の高い地域密着型事業を次々と立ち上げ 
・自治体が核となって、地域の総力を挙げて地域の有効需要を掘り起こすことで、所得と雇用を創出 

【予算】 地域経済循環創造事業交付金  ４０億円 （２７年度 ２３億円）         

(a) ローカル10,000プロジェクト 

 ○ 強い地域経済をつくる （税・保険料収入の基盤を充実） 

地域経済の好循環拡大 

 ○ 地方創生 

最重要課題への対応 

 自治体がエンジンとなり「しごと」をつくり 地方からＧＤＰを押し上げ（0.3～0.4%程度を目途） 

 （地方に「しごと」をつくり、「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」を呼び込む好循環） 

（地域経済イノベーションサイクルの全国展開） 

Ⅰ．地方創生と経済好循環の確立   - １．地域経済の再生と財政健全化の実現 - 2 



(d) 自治体データ開放による公共サービス産業化プロジェクト 

 
  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

・和食をはじめとした地域産品の海外への販路開拓等を推進するため、「地域経済グローバル循環創造
ポータルサイト」を充実 

・地域の特性に応じた基盤産業の強化・創出を推進するため、基盤産業のポテンシャルやボトルネック 
 等を整理し、産業政策モデルを構築 
・自治体が中心となって、官民連携の情報システムをクラウドで提供し、地域企業の生産性向上を支援 
・大都市圏等の企業から、地域での起業支援を行うマネジメント人材を一定期間派遣するモデルを構築 
 

    

(c) 自治体インフラ開放による公共サービス産業化プロジェクト 
・自治体の有する公共施設を、クリエーター等のアイデアを活用して、新しく素敵な空間に生まれ  
変わらせることで、民間事業者のビジネス拠点を創出 

【予算】 自治体インフラ開放による公共サービス産業化プロジェクト  ５．０億円（２７年度 ０．６億円） 
      （公共施設オープン・リノベーション）   

・自治体を核として、需要家、地域エネルギー会社及び 
 金融機関等、地域の総力を挙げてプロジェクトを推進し、
バイオマス、風力、廃棄物等の地域資源を活用した地域
エネルギー事業を次々と立ち上げ 

・プロジェクト推進の適地において、関係省庁が横串で 
 集中支援することにより、初期投資リスクを適正化し、   
  大きな地域経済好循環を実現 
 

  

(b) 分散型エネルギーインフラプロジェクト 

【予算】 マスタープランの策定等 ７．０億円（２７年度 ２．４億円） 

【予算】 自治体データ開放による公共サービス産業化プロジェクト   ２．５億円（２７年度 ０．５億円） 

Ⅰ．地方創生と経済好循環の確立   - １．地域経済の再生と財政健全化の実現 - 3 



(a) 地域の産業雇用・創造チャートを 
    活用した地域経済分析 

・統計データ（経済センサス、国勢調査）を活用し、
経済理論に基づく「産業・雇用創造チャート」を
全市町村分、オープンデータとして提供。 

・各地域の産業構造を可視化し、雇用又は収益性の
高い産業を抽出するとともに、それぞれのポテン
シャルを定量化。 

・さらに国・地方公共団体・民間が保有するデータ
を組み合わせた分析を行い、時系列での状態把握
を可能とする機能を提供する等、全国の自治体・
地域に対し、地域経済を牽引する中小企業等を創
出する取組をデータ面から強力にバックアップ。 

【予算】 地域の産業雇用・創造チャートを活用した 
      地域経済分析 １．６億円（新規） 

 
(2)地域の産業・雇用創造チャート 
（オープンデータの活用により地域の産業構造を見える化し地方創生を後押し） 

 

地域の産業・雇用創造チャート 

オープンデータの活用により地域産業構造を可視化 

（従業者割合） 

地方におけるデータ分析から地方創生へ 

Ⅰ．地方創生と経済好循環の確立   - １．地域経済の再生と財政健全化の実現 - 4 



(3)地域の自立促進 （地方への移住・交流の推進、地域おこし協力隊の拡充、過疎対策、地域運営組織の形成促進、JETの活用）  

(a) 「移住・交流情報ガーデン」の充実など地方への移住・交流の推進 

(b) 「地域おこし協力隊全国サミット」の開催など地域への人材還流の促進 

・地方移住関連情報の提供や相談支援の一元的な窓口である「移住・交流情報ガーデン」の情報提供 
 機能の充実や、都市と農山漁村の交流の支援などにより、地方への移住･交流を推進 

・地域おこし協力隊の拡充のため、全国サミットの開催等により広く制度の周知を行うとともに、 
 地域との連携による活動内容の充実・強化のモデル事業の実施等により自治体の取組を支援 

【予算】 地域おこし協力隊の推進に要する経費 １．６億円（２７年度 ０．９億円） 

【予算】 「移住・交流情報ガーデン」の運営等に要する経費 １．２億円（２７年度 １．０億円） 
     都市・農山漁村の地域連携による子ども農山漁村交流推進モデル事業 ０．５億円（２７年度 ０．３億円） 

(d) ＪＥＴプログラムによるグローバルな地域活性化の推進 
・地域レベルでの国際交流に大きく貢献してきたJETプログラムが30周年を迎えるに当たり、記念式典
やJET-OB国際会議を開催し、プログラム進化とともに国際的な視点を持った地域活性化を推進。 
【予算】 ＪＥＴプログラム３０周年等関係経費 ０．１億円（２７年度 ０．１億円） 

(c) 過疎対策の推進等 
・過疎地域等の自立・活性化に資する、空き家を活用した
定住促進対策、遊休施設の再整備等を支援 
【予算】 過疎地域等自立活性化推進交付金 １３億円（２７年度 ６．５億円） 
       うち過疎地域遊休施設再整備事業等 ４億円 

放置された空き家 

景観上・防災防
犯上も問題 

空き家活用事業 

ＵＩターンの受け皿 
として有効活用 

・地域の課題解決のための住民による取組体制の確立のため、 
 地域運営組織の形成及び持続的な運営を支援 

【予算】 地域運営組織の形成及び持続的な運営に要する経費 ０．５億円（新規） 

Ⅰ．地方創生と経済好循環の確立   - １．地域経済の再生と財政健全化の実現 - 5 
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沼津市 

松本市 

甲府市 つくば市 

水戸市 
宇都宮市 

長岡市 
高崎市 

那覇市 

いわき市 郡山市 

福島市 

仙台市 

盛岡市 

秋田市 

山形市 

太田市 
伊勢崎市 
前橋市 

新潟市 上越市 

広島市 
松江市 

北九州市 
岐阜市 

福山市 

 都市名は、連携中枢都市のイメージ 
 （①地方圏の指定都市、新中核市 
 （人口20万以上）、②昼夜間人口比率 

おおむね１以上で圏域を支える都市） 

⇒全国で６１都市が該当 

は、三大都市圏 

(4)新たな圏域づくりとして連携中枢都市圏・定住自立圏・集落ネットワーク圏の推進 

(a) 連携中枢都市圏の形成 
・地域において、相当の人口規模と中核性を   
備える圏域において市町村が連携して 

 「連携中枢都市圏」を形成 
・連携中枢都市圏に取り組む地方公共団体に 
 対して支援 
・平成２７年度から圏域として取組む事業に   
対して地方交付税措置を実施 

【予算】 新たな広域連携の促進に要する経費 ２．２億円（２７年度 ２．０億円） 

(c) 三大都市圏における連携の推進 

(b) 条件不利地域における都道府県と 
    市町村の連携の推進 

・連携中枢都市等から相当の距離がある等の  
理由から、市町村間の広域連携では課題の  
解決が困難な場合に、都道府県と市町村の  
連携に向けた検討を行う地方公共団体に   
対して支援 

・三大都市圏において一定の規模能力を    
有する複数の都市同士による、水平的・ 

 相互補完的、双務的な取組に向けた検討を  
行う地方公共団体に対して支援 

は、都市圏を形成している団体（H27.6.1現在）  

は、平成26年度モデル事業実施団体 

は、平成27年度促進事業実施団体 
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(e) 集落ネットワーク圏の形成推進 

・定住自立圏構想について、定住自立圏の形成等を積極的に推進するとともに、更なる取組の充実・
深化を図るため、これまでの取組成果を検証し、定住自立圏の取組に対する支援策等を検討・実施 

【予算】 定住自立圏構想の推進に要する経費 ０．７億円（２７年度 ０．１億円） 
      機能連携広域経営推進調査事業に要する経費 ０．１億円（２７年度 ０．２億円） 

(d) 定住自立圏構想の推進 

【予算】 過疎地域等自立活性化推進交付金 １３億円（２７年度 ６．５億円） （再掲） 
       うち過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業  ９．０億円 

・集落の維持・活性化を図るため、基幹集落を中心に 
 周辺の複数集落をひとつのまとまりとする 
 「集落ネットワーク圏」（「小さな拠点」）の形成を推進 

・「集落ネットワーク圏」における住民の「くらし」を
支える生活サポートシステムの構築や「なりわい」を
継承・創出する活動の育成をモデル的に支援 
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Ⅰ．地方創生と経済好循環の確立   - １．地域経済の再生と財政健全化の実現 - 

(5)地方財政の健全化と自立促進 

(a) 地方の一般財源総額の確保と地方財政の健全化 

(b) 元気で豊かな地方の創生 

・「経済・財政再生計画」を踏まえ、国の取組と基調を合わせて歳出の重点化・効率化に取り組むと  
ともに、交付団体をはじめ地方の安定的な財政運営に必要となる一般財源の総額について、平成  
２７年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保。 

・地方交付税については、極めて厳しい地方財政の現状及び現下の経済情勢等を踏まえ、本来の   
役割である財源調整機能と財源保障機能が適切に発揮されるよう、総額を適切に確保するとともに、
臨時財政対策債の発行抑制に努める。 

経済財政運営と改革の基本方針2015（抄）（平成27年6月30日閣議決定） 
 第３章３脚注 
   地方の歳出水準については、国の一般歳出の取組と基調を合わせつつ、交付団体をはじめ地方の安定的な財政運営に必要と

なる一般財源の総額について、2018年度（平成30年度）までにおいて、2015年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的
に同水準を確保する。 

・「地域経済好循環推進プロジェクト」などのローカル・アベノミクスの取組をさらに加速化させ、  
地域経済の好循環の拡大を推進するとともに、「まち・ひと・しごと創生事業費」について、   
地方法人課税の偏在是正を進めること等により恒久財源を確保し、地方団体が自主性・主体性を 
最大限発揮して地方創生に取り組めるよう支援。 

【予算】 地方交付税（地方団体交付ベース １６．４兆円（２７年度 １６．８兆円） 
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Ⅰ．地方創生と経済好循環の確立   - １．地域経済の再生と財政健全化の実現 - 

(6)地方自治体の財政マネジメントの強化（地方財政の見える化の推進） 

(a) 公共施設等総合管理計画の策定促進 

(b) 地方公会計の整備促進 

・長期的視点に立って公共施設等の総合的かつ計画的な 
管理を行うための公共施設等総合管理計画の策定を促進 

・地方公会計によって把握される新たな財政指標を既存の
指標と組み合わせることにより、財政分析機能を強化 

(c) 公営企業会計の適用拡大の推進 
・下水道事業及び簡易水道事業を「重点事業」と位置づけ、 
 公営企業会計の適用を推進 

・公営企業会計の導入により、公営企業の経営、資産等を
正確に把握することが可能となり、より計画的な   
経営基盤・財政マネジメントを強化 

・公共施設の集約化・複合化、転用事業のための地方債  
措置等により、公共施設等の最適配置の実現に向けた 
取組を支援 

・こうした支援を通じ、公共施設等の集約化・複合化等に
踏み込んだ計画の策定を促進 

・公表を前提とした固定資産台帳を含む統一的な基準に
よる財務書類等の作成や予算編成等への積極的な活用
を促進 

公共施設等の管理 

まちづくり 国土強靱化 

○ PPP/PFIの活用 
○ 将来のまちづくりを見据えた検討 
○ 議会・住民との情報及び現状認
識の共有 

○ 長期的視点に立った老朽化対策の推進 
○ 適切な維持管理・修繕の実施 
○ トータルコストの縮減・平準化 
○ 計画の不断の見直し・充実 

○ 計画的な点検・診断 
○ 修繕・更新の履歴の集積・蓄積 
○ 公共施設等の安全性の確保 
○ 耐震化の推進 

公共施設等総合管理計画による取組の推進イメージ 

地方公会計の活用例（公共施設等のマネジメント） 

公民館Ａ 公民館Ｂ 公民館Ｃ 

人件費 
退職手当引当金 

減価償却費 
・ 
・ 
・ 

１，８６０万円 
１９０万円 
９５０万円 

・ 
・ 
・ 

１，２２０万円 
１２０万円 
６１０万円 

・ 
・ 
・ 

１，９１０万円 
１９０万円 
７９０万円 

・ 
・ 
・ 

利用者１人 
当たりコスト 

１，６６０円 １，４００円 ２，２９０円 

 施設別行政コスト計算書を作成することで、退職手当引当金や
減価償却費も含めたトータルコストによるセグメント分析が可能
となり、その結果を施設の統廃合や適正配置の議論に活用 

施設別行政コスト計算書 
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(7)税収が安定的で偏在性の小さい地方税体系の構築 

(a) 地方税の充実確保 
・地方税の応益原則等を踏まえつつ、人口減少、高齢化が進む中で持続的な成長を可能とする社会の
実現を目指す観点から、地方法人課税改革等を進めるとともに、地方税収を確保しつつ、税源の 
偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系を構築。また、地方税のグリーン化推進等の観点から行
う車体課税の見直しについても、適切に対応。 
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(8)ＩＣＴを活用した広域連携の取組の推進 

【予算】 新たな広域連携の促進に要する経費 ２．２億円の内数（２７年度 ２．０億円） 

 (a) ＩＣＴを活用した広域連携による住民サービスの向上 

 ・広域連携にて業務を行う際には、圏域内の移動等により時間的制約が発生するため、タブレット
端末を活用し、移動中や業務実施場所の近くで職員が端末にて業務報告等を作成することにより、
業務効率化が図られることが期待される  

  →例えば、介護サービスを広域連携で行うにあたり、訪問看護師やホームヘルパーが、業務報告 
   事務等を自宅等でテレワークで行う など 

Ｂ市 
Ａ市の業務を行いつつ、Ｂ市職員が、 
Ｂ市の事務をＡ市図書館にて行う 

クラウドサービス等を活用 

 ・Ａ市、Ｂ市の図書館を共同利用する際等において、職員の配置も柔軟に行うこととし、例えば、
Ｂ市の職員がＡ市の図書館に勤務し、対人サービス（図書貸出業務）を行いつつ、Ｂ市の事務
（図書館に関係する教育委員会事務等）も併せて行うための環境整備 

  ※ 地理的に近接していない地方公共団体間の広域連携においても活用できないか検討 

Ａ市図書館 

・新たな広域連携を促進するため、ＩＣＴを活用した広域連携（自治体職員のテレワーク等）に
よる住民サービスの向上に係る具体的な取組を発掘し、モデルを構築 

 (b) 具体的な事例 
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【予算】 携帯電話等エリア整備事業  ２３億円（２７年度 １２億円）  
       電波遮へい対策事業     ３７億円（２７年度 ２０億円） 

 

 
伝送路 

基地局 
施設 

エリア整備に必
要な施設・設備 

携帯電話等エリア整備事業のイメージ図 

・携帯電話がつながらない地域における整備の推進 

②道路トンネルや鉄道トンネルの携帯電話の 
電波が届かない場所において、一般社団法人
等が携帯電話等の基地局施設等を整備する 
場合に、その事業費の一部を補助 

①過疎地等の地理的に条件不利な地域において、
市町村が携帯電話等の基地局施設を整備する 

 場合や、無線通信事業者が基地局の開設に必要
な光ファイバ等を整備する場合に、その事業費
の一部を補助 

・条件不利地域における光ファイバ整備の推進 
  固定系超高速ブロードバンド未整備地域の

うち民間事業者による整備が見込まれない
「条件不利地域」において、光ファイバ等の
超高速ブロードバンド基盤や海底光ファイバ
等の中継回線の整備を実施する地方公共団体
に対し、その事業費の一部を補助 

【予算】 情報通信基盤整備推進事業  
     ７．０億円（新規） 

※過疎地域、離島等の「条件不利地域」を含む地域を対象とする 

情報通信基盤整備推進事業のイメージ図 

12 

(9)地域のＩＣＴ基盤整備（ブロードバンド・モバイル・Wi-Fi等） 

電気通信事業者 

一般世帯 

超高速ブロードバンド 
（光ファイバ等、無線も活用） 

超高速ブロードバンド 
（光ファイバ等、無線も活用） 

海底光ファイバ 

一般世帯 

教育施設、医療施設等 教育施設、医療施設等 離島 
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・無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備促進 
  地方公共団体等が観光・防災拠点に 
 おける公衆無線ＬＡＮ環境の整備を行う 
 場合に、その事業費の一部を補助 

【予算】 観光・防災Ｗｉ－Ｆｉステーション整備事業  １０億円 
     （２７年度 ２．５億円、２６年度補正 ８．０億円）      
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14 

(10)地方創生に資するＩＣＴを活用した街づくり等の推進 

【予算】 ふるさとテレワーク推進事業  ９．０億円（２６年度補正 １０億円）       

・企業や雇用の地方への流れを促進し、地方創生を 
 実現するため、「いつもの仕事をどこにいても 
 できるテレワーク」（「ふるさとテレワーク」） 
 の全国普及展開等を実施 

(11)地方創生に資する新たなテレワーク 
   （ふるさとテレワーク）の推進  

・ＩＣＴ街づくり等の成功モデルの横展開に取り組む
自治体や事業者等の初期投資・継続的な体制整備等
にかかる経費の一部を補助。 

＜鳥獣被害対策の例＞ ＜森林資源の情報共有の例＞ 

【予算】 ＩＣＴまち・ひと・しごと創生推進事業  ７．０億円 
     （２６年度補正 ５．０億円）      
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・世界の「言葉の壁」をなくしグローバルで自由な交流を実現
する「グローバルコミュニケーション計画」を推進するとと
もに、訪日外国人への対応の充実による観光産業の活性化等、
地方創生に資するため、①多言語音声翻訳技術の対応領域及
び対応言語の拡大に向けた研究開発、②病院・商業施設・ 
観光地等における社会実証を実施 

(1)グローバルコミュニケーション計画の推進 

【予算】 グローバルコミュニケーション計画の推進 ２２億円（２７年度 １４億円）、 
     NICT運営交付金 ２７５億円の内数（２７年度 ２７４億円の内数） 

・外国人観光客等に対して、スマートフォンや
交通系ＩＣカード、デジタルサイネージを 
活用した個人の属性（母国語や障がいの 

 程度等）に応じた情報提供を実現するため、 
 ①必要となるクラウドプラットフォームの 

機能検証 
 ②災害時の一斉情報配信を実現するための 
  相互接続性検証等を実施 

(2)都市サービスの高度化（個人属性に応じた情報提供） 

【予算】 ＩＣＴを活用した都市機能高度化推進事業  
      ８．０億（２７年度 ０．４億円）   

・外国人が必要な情報を容易に入手できる環境を構築する 
ための多言語翻訳技術を活用した放送連動サービスの 

  実証を実施 
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(3)５Ｇ等の世界最高レベルのＩＣＴ基盤の実現 

・２０２０年頃の第５世代移動通信システム 
(５Ｇ)※実現に向けて、第５世代モバイル推進
フォーラム等の場も活用し、産学官連携による
研究開発や国際標準化活動を強力に推進 

【予算】 第５世代移動通信システム実現に向けた研究開発等 
３１億円（２７年度 １９億円） 

※ 現在の1,000倍の通信容量、同100倍の接続機器数、
10Gbps以上のピーク通信速度、1ミリ秒以下の低遅延等
の実現を目指す。 

2012 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021年

国
際
対
応
・
標
準
化

2013

研
究
開
発

推
進
体
制

・4G用周波数の追加
・5G用周波数の議論

・5G用周波数帯の特定

東京オリンピック・
パラリンピック

世界に
先駆け
5G
実現

●ITU-R勧告 IMT.VISION
●ITU-R報告書 IMT.FUTURE TECHNOLOGY TRENDS

●ITU 5Gワークショップ

ラグビーＷ杯電波産業会
「2020 and Beyond Adhoc」

要求条件・サービスイメージ検討 インタフェース提案・評価

研究開発を通じた５Ｇ用周波数帯の検討

研究開発、標準化活動、国際連携、周知啓発を戦略的に方向付け

第５世代モバイル推進フォーラムによる活動

産学官連携による５Ｇ関連技術の研究開発

５Ｇ 標準化活動
世界無線通信会議

（WRC-15）

国際電気通信連合（ITU）
世界無線通信会議

（WRC-12）
世界無線通信会議

（WRC-19）

制度整備、周波数割当て、
基地局の整備等

9/30
設立

・２０２０年オリンピック時に予想される８Ｋ 
 映像等の巨大なリアルタイムデータの流通等に 
 対応するため、現状を大幅に上回る超大容量の 
 通信に対応可能な次世代光ネットワーク技術の 
 研究開発を推進 

【予算】 巨大データ流通を支える次世代光ネットワーク技術の 
      研究開発 ９．０億円 （２７年度 ６．０億円）      
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(4)オープンデータ・ビッグデータ・クラウドの活用推進を通じた地域産業の生産性向上・活性化 

情報流通連携基盤（プラットフォーム） 

様々な情報の組合せ 

自治体行政情報 社会資本情報 観光情報 
ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ 
ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ
関連情報 

公共交通情報 統計情報 農業関連情報 

国・自治体・公益事業者等 

利用ルールの策定 技術仕様の策定・標準化 

新事業・新サービスの創出 

【データ流通量の推移】 (出典)平成27年版情報通信白書(総務省) 

17 Ⅰ．地方創生と経済好循環の確立 - ２．新たなイノベーションを創出する社会全体ＩＣＴ化の推進- 

・公共データの民間開放（オープンデータ）を推進し、 
 社会や市場に存在する多種多量の情報（ビッグデータ）

を相互に結び付け、ブロードバンドネットワークや 
 クラウドサービス等と組み合わせて活用することに 
 より、新事業・新サービスの創出、地方創生、 
 地域産業の活性化・生産性の向上等を実現 

【予算】 オープンデータ・ビッグデータ利活用推進事業 
       ４．８億円（２７年度 ３．０億円） 



(5) ４Ｋ・８Ｋ技術の展開 

【超高精細映像技術の利活用のイメージ】 

【２０２０年の目指す姿】 

2020年前後の経済効果 

(6)モバイルの競争促進・事業環境の整備 

・電気通信事業分野における利用者の利便性向上に向けて、期間拘束・自動更新付契約への対応や  
MVNOの普及促進に向けた環境整備、M2Mの番号使用の在り方を含む携帯電話番号の拡大方策の     
検討を推進 

18 Ⅰ．地方創生と経済好循環の確立 - ２．新たなイノベーションを創出する社会全体ＩＣＴ化の推進- 

・４Ｋ・８Ｋを活用した次世代放送・通信サービスの
早期実現に向け、以下の取組を推進 

 

・２０２０年東京オリンピック・パラリンピック 
  競技大会を見据え、超高精細で臨場感あふれる 
  数多くの４Ｋ・８Ｋサービスを実現するための 
  技術的実証、周波数の一層の有効活用を促進する 

ための研究開発等を実施 
 
 
 
・医療をはじめとする幅広い分野において、４Ｋ・  

８Ｋによる超高精細画像を活かした高度なサービス
の実現に向けた取組みを加速 

 
 

【予算】 ４Ｋ・８Ｋ等最先端技術を活用した放送・通信分野の事業支援 
      １１億円（２７年度 ４．０億円） 

【予算】 映像等近未来技術活用促進事業 ２．０億円（新規） 



(8)Ｇ空間２．０ 

(7)産学官連携によるIoT推進体制の構築  

 
 工場等 宅内 

先進的IoTサービスの創出に 
必要な共通基盤技術(例) 

スマートWoT基盤技術 
(Web of Things) 

セキュア情報 
管理基盤技術 

スマートコミュニティ、スマートシティ 

物流・交通 スマートホーム 農業、漁業等 電気・ガス.・水道 保守・管理 

※ 様々な分野において多様なIoTサービスの実証を行い、先進的なIoTサービスの創出を推進 

構内 

スマートコミュニティ 
スマートシティ 

IoTサービス・デバイス 
接続・管理基盤技術 

ダイナミック制御、
自動最適化技

術 

スマートIoT推進
協議会（仮称） 

推進体制 連携・協力 規格提案、国際標準化 

・・・ 

【予算】 多様なＩｏＴサービスを創出する共通基盤技術の確立・実証 
       １１億円（新規） 

19 Ⅰ．地方創生と経済好循環の確立 - ２．新たなイノベーションを創出する社会全体ＩＣＴ化の推進- 

・多様なＩｏＴサービスを創出するため、膨大な数の 
ＩｏＴ機器を迅速かつ効率的に接続する技術等の 
共通基盤技術を確立 

・あわせて、先進的なＩｏＴサービスの社会実証を推進 
するため、産学官によるＩｏＴ進体制として「スマート 
ＩｏＴ推進協議会（仮称）」を創設するとともに、欧米
のスマートシティに係る実証プロジェクト等と協調して、
国際標準化に向けた取組を強化 

・多様な分野におけるＧ空間情報の利活用が
本格化する環境が整いつつある中、 
「Ｇ空間情報センター」を活用した、防災、
農林水産業、観光、医療福祉、物流、社会
資本、行政の効率化・高度化など、幅広い
分野での大規模な社会実証を産学民官に 
より実施 

【予算】 次世代Ｇ空間社会の構築（Ｇ空間２．０） ９．５億円（新規） 
       オープンデータ・ビッグデータ利活用推進事業  ４．８億円（２７年度 ３．０億円）（再掲） 



(9)統計オープンデータの高度化 

・「政府統計の総合窓口（e-Stat）」においてAPI※１ 

機能の整備や統計GIS※２の機能強化を行うなど   
オープンデータの高度化を推進。 

・オープンデータを先進化するために、平成28年度に
LOD※３等のデータ提供やLODの利用をわかりやすく 
示した手引書の提供等を実施。 

・更にオープンデータの利活用促進のため、   
“データサイエンス”力の高い人材育成を推進。 

・これらにより、地域振興やビジネスの活性化、  
新規事業の創出などを支援。 

 
 ※1 API (Application Programmning Interface） 

 手作業によることなく、プログラムが自動でデータを取得できる  
 ようになる機能。 

 ※2 統計GIS (Geographical Information System) 
 地図上で統計データの集計・表示等ができるようにするための 
 機能。 

 ※3 LOD(Linked Open Data) 
 国際的な規格に準拠して、関係するデータを一括して取得できる 
 ように作成されたデータ。 

 
  【予算】 政府統計共同利用システム運用等経費 １３億円 
                          （２７年度 ９．２億円） 

統計 
情報 
データ 
ベース 

集計エリア

集計エリアの避難ビル
収容人数等集計結果

集計エリアの
屋外避難場所
収容人数等
集計結果 集計エリアの

統計データ集計結果

プロット 平成22年国勢調査小地域集計

利用者保有のデータ 統計データ

・・・屋内（ビル）避難場所

・・・屋外避難場所

Z14LD第1106号

統計GISの機能強化 

API機能の提供 

Ａ
Ｐ
Ｉ
機
能 

民間企業の 
情報システム 

自治体の 
情報システム 

自
動
的
に 
反
映 

他の情報・サービス 

Ｌ
Ｏ
Ｄ 

ＬＯＤの提供 

・統計情報 

LOD 

国 
・保育施設情報 
・医療・病院情報 

LOD 

市区町村 

・学校・文教施設情報 

LOD 

県 

リンク 

リンク 

(a)統計オープンデータの更なる利活用促進 

データサイエンス人材の育成 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト 

ＭＯＯＣ講座及び学習サイトの提供 

20 Ⅰ．地方創生と経済好循環の確立 - ２．新たなイノベーションを創出する社会全体ＩＣＴ化の推進- 



・ＩＣＴ分野における我が国発のイノベーションを 
 創出するため、ベンチャー企業や大学等による 
新技術を用いた事業化等への挑戦に対し、     
研究開発と事業化の間の障壁を乗り越えるための
支援を行う「I-Challenge！」を推進 

I-Challenge ! <ICTイノベーション創出チャレンジプログラム> 

【予算】 ICTイノベーション創出チャレンジプログラム（I-Challenge!) 
      ４．５億円（２７年度 ３．７億円） 

・競争的資金による研究開発を通じて、  
ＩＣＴの利活用による地域社会の活性
化、中小企業の斬新な技術の発掘、若
手ＩＣＴ人材の育成、外国との共同研
究による国際標準獲得等に貢献 

(10)競争的資金による新たなイノベーションの創出 

【予算】 戦略的情報通信研究開発推進事業 
      １８億円（２７年度 ２０億円） 

21 Ⅰ．地方創生と経済好循環の確立 - ２．新たなイノベーションを創出する社会全体ＩＣＴ化の推進- 

Ｉ
Ｃ
Ｔ
分
野
の
研
究
開
発
に
よ
る

新
事
業
・新
産
業
の
創
出

競争的資金による公募型研究開発

野心的な技術課題
に挑戦する独創的

な人材を支援
「異能vation」

発見・科学的知見 実用性検証実現可能性 製品化 製品展開（国内・国外）
死の谷研 究 開 発 フ ェ ー ズ 事業化 ・産業化フェーズ

コンセプト実証 開発

新技術の事業化を目指したビジ
ネスモデルの実証を支援
「ICTイノベーション創出チャレン
ジプログラム（I-Challenge!)」

i ii iii

ICT分野のイノベーション創出に向けた仕組み

イノベーションを創出する独創性や新規性
に富む研究開発課題を広く公募し支援

「戦略的情報通信研究開発推進事業
（SCOPE)」



(2)国際ローミング料金の低廉化 

(1)株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構の活用 

 
 

事
業
参
画 

 
 

運
営
支
援 

出
資 

出
資
等 

現地事業体 （対象事業者） 
出資 

相手国側  

政府・民間  

民間 
企業 

（単/複） 

民間 
銀行等 

出資 

融
資
等 

一
体
的
に
実
施 

株式会社 
海外通信・放送・郵便事業 

支援機構 
＜存続期間：２０年＞ 

連携 連携 

（イメージ） ・海外において電気通信事業、放送事業又は郵便 
 事業等を行う者に対して資金の供給、専門家の 

派遣その他の支援を行う株式会社海外通信・  
放送・郵便事業支援機構（平成27年秋頃設立  
予定）を活用し、我が国の事業者の海外展開を 
支援 

・海外事業に伴うリスクを機構の支援によって軽減 
 することで、我が国の事業者の海外展開を後押し

し、今後の市場拡大が見込まれるアジアを中心に
海外需要を積極的に取り込むことにより、我が国
の事業者の収益性の向上等を図り、我が国経済の
持続的な成長に寄与 

【予算（財投）】 株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構を活用した海外展開支援 
          産投出資２００億円 政府保証２００億円（２７年度 産投出資２００億円 政府保証（短期）７０億円）   

・我が国の通信インフラを訪日外国人がより手軽に利用できるよう国際ローミング料金の低廉化に   
向け、関心を有する国との二国間協議及び多国間協議を推進 

22 Ⅰ．地方創生と経済好循環の確立 -３．ＩＣＴ国際競争力強化・ＩＣＴ国際「パッケージ展開」の推進、国際的な政策連携- 



(4)放送コンテンツの海外展開 

(3)国際放送の充実強化 

【予算】 他分野・他産業と連携した放送コンテンツの海外展開支援事業 
                           １７億円 （２６年度補正 １７億円） 

【テレビ国際放送のイメージ】 

・放送事業者と、他分野・他産業（観光業、地場産業、 
 他のコンテンツ等）、地方公共団体等の関係者が 

幅広く協力し、「クールジャパン戦略」「ビジット
ジャパン戦略」「地方の創生」等に資する放送  
コンテンツを制作、発信するとともに、様々な連動
プロジェクトを一体的に展開する取組を支援 

・２０１８年度までに放送コンテンツ関連海外市場 
 売上高を現在（２０１０年度）の約３倍に増加させ

る（「日本再興戦略」改訂２０１５（平成２７年 
６月３０日閣議決定）） 

・放送法の規定に基づき、ＮＨＫに国際放送を行う 
ことを要請することにより、我が国の文化、産業
等の事情を海外へ紹介し、我が国に対する正しい
認識を培うことによって、国際親善の増進及び 
外国との経済交流の発展等を促進 

・外国人向けテレビ国際放送の一層の充実強化を 
図るため、関係機関との協力の下、多言語化の 
実証、現地ケーブルテレビ等を通じた配信等の 
取組を推進 

23 Ⅰ．地方創生と経済好循環の確立 -３．ＩＣＴ国際競争力強化・ＩＣＴ国際「パッケージ展開」の推進、国際的な政策連携- 

【予算】国際放送の実施 ３６億円（２７年度 ３５億円） 



(5)G7情報通信大臣会合  

・２０１６年４月に高松市で開催するＧ７情報通信大臣会合（仮称）において、イノベーション 
 による持続的成長、ＩＣＴ利活用による社会課題の解決、サイバー空間における安心安全の確保等

に関する議論を行い、我が国のリードによるＧ７間の連携強化に貢献 
 
・これを好機とし、我が国の素晴らしいＩＣＴ技術やＩＣＴを活用した「おもてなし」を各国へ 
 強力に発信し、今後の国際展開・国際連携を促進するとともに、地方創生にも貢献 

【予算】 Ｇ７情報通信サミット開催経費 １．６億円（新規） 

・ベトナムとのＭＯＣ（協力覚書）に基づく協力事業の実施や各国オンブズマンとの連携を通じて、 
行政相談制度を海外に発信する。 

(6)行政相談制度の海外発信 

24 Ⅰ．地方創生と経済好循環の確立 -３．ＩＣＴ国際競争力強化・ＩＣＴ国際「パッケージ展開」の推進、国際的な政策連携- 



ベトナム、カンボジア等、既に技術支援を行って
いる国を始め、その他の国のニーズも把握し、 
更なる展開を図る。 

我が国が培ってきた統計調査の実施及び製表の手法や、
オンライン調査、提供（e-Stat）、製表システム等の
ＩＣＴソリューションを、各国のニーズに応じて提案。 
 
当該国における統計の整備及び作成・提供の高度化に
寄与することによって、国際貢献を図るとともに、  
我が国統計分野における国際競争力強化を推進。 

当該国における施策立案のための基礎資料を、正確かつ迅速に得ることに貢献するとともに、国際
比較が可能な統計数値を把握することによって、当該国の現況、将来予測が分析できるため、我が
国の企業等における当該国への展開の判断材料に寄与 

(7)統計の国際展開 

【予算】 統計の国際展開 ２．０億円（新規） 

25 Ⅰ．地方創生と経済好循環の確立 -３．ＩＣＴ国際競争力強化・ＩＣＴ国際「パッケージ展開」の推進、国際的な政策連携- 



(8)ＩＣＴ国際競争力強化パッケージ支援事業等を活用した地デジ、防災ICT、4K・8K、 
   郵便等の国際展開 

・ 各国のニーズに応じて、地デジ、防災ＩＣＴ、４Ｋ・８Ｋ、郵便等のＩＣＴシステムの 
国際展開を支援することで、我が国のＩＣＴ分野における国際競争力の強化を図るととも
に、当該国の総合的な社会的課題解決に協力 

【予算】 ＩＣＴ国際競争力強化パッケージ支援事業  １５億円（２７年度 １１億円） 

26 Ⅰ．地方創生と経済好循環の確立 -３．ＩＣＴ国際競争力強化・ＩＣＴ国際「パッケージ展開」の推進、国際的な政策連携- 



27 Ⅱ．くらしやすく・いきいきとした社会の実現  -４．誰もが意欲を持って参画できる社会の実現-  

・女性の活躍推進に向けて、事業者・利用者の 
 意識改革を促し、テレワーク環境の裾野を 

拡大するため、以下の取組を進めることで、
就業者におけるワークライフバランスの確立
などを実現 
①企業等のテレワーク導入を促す人的サ

ポート体制の拡充 
②セミナー、シンポジウムの開催を通じた

普及啓発活動 

・女性職員のワークライフバランスの推進に資するよう、セキュリティ対策を十分に行いつつ、
自宅や出張先から職場内のシステムにアクセスできる（テレワーク等を可能とする）   
リモートアクセス環境等を政府共通プラットフォーム上で提供する。 

(1)女性の活躍支援（テレワーク、女性地方公務員の活躍推進） 

テレワーク導入に係
る有識者（専門家） 

登録 

専門家の知
見・ノウハウ
の活用 

 
 
運営事務局 
・専門家等の募集、
選定 
・専門家等の登録 
・専門家等の派遣 
・派遣後のフォロー
アップ等 

総務省 

派遣依頼 

派遣・支援 

マッチング 

民間企業 

ＮＰＯ 

自治体 

【予算】 ふるさとテレワーク推進事業   ９．０億円 
                          （２７年度（ICTを活用した新たなワークスタイルの実現） １．５億円、２６年度補正 １０億円） 
      各府省で共用するセキュア環境等の整備     事項要求 

 ニーズの 
 掘り起こし 

(a) 女性の活躍支援（テレワーク） 



(b) 女性地方公務員の活躍推進 

・本年２月20日に国会に提出した「女性の職業生活に  
おける活躍の推進に関する法律案」が成立した場合、 
地方公共団体における特定事業主行動計画（計画期間、
定量的な目標、取組内容を盛り込んだもの）の策定を 
支援。 

 
 
・さらに、地方公共団体における女性職員の活躍推進に 
向け、各地方公共団体の実情に即した自主的な取組を 
支援する観点から、女性向け幹部登用研修など女性地方
公務員の人材育成を進めるとともに、ワーク・ライフ・
バランスの実現や働き方改革の働きかけ、女性活躍に 
係る先進的な取組事例の紹介等を行う。 

 

地方公共団体の管理職（本庁課長相当職以上）に
占める女性の割合 

28 Ⅱ．くらしやすく・いきいきとした社会の実現  -４．誰もが意欲を持って参画できる社会の実現-  



・ＩＣＴ分野において、破壊的な地球規模の価値創造につながるイノベーションの芽を育てるため、
大いなる可能性がある野心的なＩＣＴ研究課題に挑戦する独創的な人材を支援する「異能
(Inno)vation」を推進 

・ＩＣＴ分野の研究者として次世代を担う若手人材の育成等を支援する「若手ＩＣＴ研究者等育成型  
研究開発」を推進 

【予算】 戦略的情報通信研究開発推進事業 １８億円の内数（２７年度 ２０億円の内数） 

29 

(2) 「異能vation」プログラム等の推進 

※「異能vation」のメッセージへの認知が広まり、平成27年度の総応募数は1061件（前年比149％）と大幅に増加。    

Ⅱ．くらしやすく・いきいきとした社会の実現  -４．誰もが意欲を持って参画できる社会の実現-  

Inno 



30 Ⅱ．くらしやすく・いきいきとした社会の実現   - ５．ＩＣＴによる社会的課題の解決 - 

・医療、教育等の様々な分野でＩＣＴの利活用を推進することにより、各分野における課題を 
解決し、より利便性の高い社会を実現 

(1) 医療・教育分野等でのＩＣＴの活用 

学校・家庭・民間教育等をシームレスに繋ぐ教育ＩＣＴシステム
の実証研究を実施し、多様な端末に対応した低コストの普及 
モデルを確立 

【予算】 先導的教育システム実証事業 （ＩＣＴドリームスクール 
      イノベーション実証研究） ７．５億円（２７年度 ４．５億円） 

医療・介護・健康 教育 

【予算】次世代医療・介護・健康ＩＣＴ基盤高度化事業 
     ７．７億円（２７年度  ４．７億円） 

個人が自分自身の医療情報等を効率的に管理し、 
自分に合った医療サービス等を受けられる環境を 
整備すること等により、少子高齢化の進展等に伴う
社会保障費の増大等の課題解決にＩＣＴで貢献 

ＰＨＲ（注）プラットフォームの構築 
（注） Personal Health Record。 
  個人が時系列的に管理・活用可能な 
  自己の医療・介護・健康に関する情報。 

医療・介護情報連携基盤の全国展開 



31 Ⅱ．くらしやすく・いきいきとした社会の実現   - ５．ＩＣＴによる社会的課題の解決 - 

(2)社会インフラ維持管理へのＩＣＴの活用 

(3)若年層に対するプログラミング教育の推進 諸外国でのプログラミング教育の取組概要 

・社会インフラ老朽化を踏まえ、ＩＣＴを活用し
た社会インフラの効果的・効率的な維持管理を
実現するため、センサー等で計測したひずみ、
振動等のデータを、高信頼かつ超低消費電力で
収集・伝送する通信技術等を確立 

【予算】 スマートなインフラ維持管理に向けたＩＣＴ基盤の確立 
      １．５億円（２７年度 １．５億円） 

・世界的にプログラミング教育の推進が進む中、
我が国においても全国的なプログラミング教育
の裾野拡大に向け、プログラミング教育に 
取り組む団体・企業等と連携して、自治体等の
プログラミング教育の取組を支援 

【予算】 若年層に対するプログラミング教育の普及推進 
      ５．０億円（新規）  



32 

(4) ロボットや人工知能による行動支援（自動走行、自動制御等） 

・自動走行技術の早期の社会実装、普及を実現し、観光、土木、福祉等の多様な分野へ展開するため、
自動走行に必要な高度地図データベースの更新・配信のための通信技術の開発や、自動走行、自動
制御技術や人工知能技術等を活用した安全・安心な自律型モビリティシステム（電気自動車、電動
車いす等）の開発及び利活用実証を推進し、ITS（高度道路交通システム）の高度化等にも寄与 

自動走行技術等の社会実装を加速化し、ＩＴＳをより高度化 
安全・安心で快適な社会の実現 

効率の良い通信方式により、 
高度地図情報のリアルタイム更新・配信 

自動走行技術等の 
多様なＩＣＴ利活用分野への展開 

ネットワーク制御型
工事車両 

過疎地向け 
電気自動車 

自律電動車いす 

各種の自律型モビリティ 
システム（電気自動車、

電動車いす等） 

自律走行型案内ロボット 

多様な応用分野 
（ロボット、ドローン等） 

荷物運搬用 
自動飛行ドローン 

【予算】 自律型モビリティシステム（自動走行技術、自動制御技術等）の開発・実証 １７億円（新規） 

Ⅱ．くらしやすく・いきいきとした社会の実現   - ５．ＩＣＴによる社会的課題の解決 - 



Ⅱ．くらしやすく・いきいきとした社会の実現  - ６．番号制度の円滑な導入と利活用の促進 - 

(1)個人番号制度の導入 

(a) 個人番号カードの発行等に関する経費 

(b) 通知カード及び個人番号カードの有効性情報提供事業
に要する経費 

・個人番号カードの円滑かつ安定的な発行等を実施 

・偽造等のカード情報の管理・提供、カードの有効性の有無に係る 
情報の提供等を行うためのシステムの構築を実施 

【予算】 社会保障・税番号制度システム開発等委託費 １９億円（新規） 

【予算】 個人番号カード交付事業費補助金 １１８億円（２７年度 ４４３億円） 
            個人番号カード交付事務費補助金  ２３億円（２７年度  ４０億円） 

（裏面）

1234 5678 9012
氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

33 

(２)個人番号カード・公的個人認証サービス等の利活用推進 



Ⅱ．くらしやすく・いきいきとした社会の実現 - ６．番号制度の円滑な導入と利活用の促進 - 

(d) 情報提供ネットワークシステムの設置・管理 

(e) 地方公共団体の情報システムの整備への支援 

・地方公共団体において、番号制度の導入に当たって必要となる、 
 関係情報システムの整備について支援を実施 

【予算】 地方公共団体の関係情報システム整備への支援経費  
                １６億円（２７年度 １２８億円） 

【予算】 情報提供ネットワークシステムの設置・管理に係る経費  
      １６億（２７年度 １．２億円）   

34 

(c) 社会保障・税番号制度の導入及び
利活用の検討に要する経費 

【予算】 ・携帯電話を利用した公的個人認証サービスに係る 
       調査研究に要する経費  ０．８億円（２７年度 ０．５億円）  
        ・個人番号カードの普及・利活用に要する経費  
       ０．２億円（２７年度 ０．４億円） 
      ・公的個人認証サービス利活用推進事業 ８．０億円（２７年度 ５．０億円） 

・個人番号カード及び公的個人認証サービスの
電子証明書の普及促進のための検討を実施 

・行政機関等の間での情報連携において基盤となる 
 情報提供ネットワークシステムの設置・管理を実施 

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長



(f) 自治体情報セキュリティ緊急対策事業 

・最高情報セキュリティ責任者（CISO)の設置等 
・インシデント連絡ルートの再構築（多重化）、緊急時対応計画の 
 見直し等 

【予算】 自治体情報ネットワーク緊急安全確保事業   事項要求   

【予算】 自治体情報セキュリティ強化事業   事項要求   

①組織体制の再検討、職員の訓練等 

②インシデント即応体制の整備 

・番号制度導入に関連し、標的型攻撃等の新たな脅威に対応 
可能な情報セキュリティについての抜本的な対策を実施  

(i)地方公共団体の情報システム全般に係るセキュリティ対策事業 

35 Ⅱ．くらしやすく・いきいきとした社会の実現 - ６．番号制度の円滑な導入と利活用の促進 - 

・インシデント連絡ルートに沿って、都道府県による支援体制を 
 再確認、不正通信の監視機能の強化 

 
  自治体における不正通信の監視機能の強化等への取組に際し、  
  より高い水準のセキュリティ対策を講じるため、インターネット  
  接続ポイントの集約化やセキュリティ監視の共同利用等を図る。 
 
 
  情報提供ネットワークシステムの稼働を見据え、機密性はもと 
  より、可用性や完全性の確保にも十分配慮された攻撃に強い内部 
  ネットワーク等の構築を図る。 

③インターネットのリスクへの対応 

自治体情報セキュリティクラウド（都道府県） 

ログ収集 
サーバ 

ログ分析 
（SIEM） 

状況管理 
サーバ ログ収集・分析 

不正通信の監視 

対策指導 

不正通信 
監視サーバ 

市町村 市町村 市町村 

攻撃に強い内部ネットワーク等の構築 

自治体情報セキュリティ支援プラットフォーム 

インターネット 

自治体情報セキュリティクラウドの構築 

攻撃に強い内部ネットワーク等の構築 



【予算】 情報提供ネットワークシステムに関するセキュリティ対策 ４．３億円（新規）   
                                      

(ⅲ)情報提供ネットワークシステムに関する 
  セキュリティ対策事業 

・日本年金機構における個人情報流出事案も踏まえ、新たな
セキュリティ上の脅威から、接続機関を含む情報提供 
ネットワークシステム全体を保護し、より安全な情報連携
を実現するための対策を実施 

36 Ⅱ．くらしやすく・いきいきとした社会の実現 - ６．番号制度の円滑な導入と利活用の促進 - 

【予算】 総合行政ネットワークシステム（LGWAN）に関する 
      セキュリティ対策事業 ０．２億円（新規）   

(ⅱ)総合行政ネットワークシステム（LGWAN）に関する
セキュリティ対策事業 

・社会保障・税番号制度の情報連携に用いるネットワーク
である総合行政ネットワークシステム（LGWAN）について、
既存の監視機能に加え、集中的にセキュリティ監視を  
行う機能を設け、不正な通信を発見するためのアラート
ログの 分析・判断機能等を追加することで、未知の 
ウイルスへの対策を強化。 



Ⅱ．くらしやすく・いきいきとした社会の実現   - ７．郵政民営化の着実な推進  - 

(1)郵政事業の新たな展開とユニバーサルサービスの確保 

(a) 郵政民営化の推進 

(b) ユニバーサルサービスの確保 

・日本郵政グループの上場に向けて、郵政民営化の成果を 
国民が一層実感できるよう、グループ各社の収益力強化に
資する新たな事業の展開を促進 

・郵政事業の公益性及び地域性が十分に発揮されるよう、 
郵便局ネットワークを活用 

・改正郵政民営化法の規定を踏まえ、郵政三事業のユニバー 
サルサービスが着実に提供されるよう、適切に指導・監督 

・ユニバーサルサービスを将来にわたって安定的に確保する 
ための方策を検討 
【税制】 関連銀行及び関連保険会社が日本郵便㈱に支払う窓口業務委託      
       手数料に係る消費税の仕入税額控除の特例措置の創設 

(c) 日本型郵便インフラシステムの海外展開の推進 
・郵便・郵便局の近代化・高度化に意欲のある国に対して、 
日本の郵便の優れた業務ノウハウや関連機器をインフラ 
システム全体として提供・輸出することにより、 
各種ビジネスを創出 
【予算】 ＩＣＴ国際競争力強化パッケージ支援事業 
      １５億円の内数（２７年度 １１億円の内数） 

 民営化の成果を国民が実感できるよう業務・組織
の改善について適切な指導・監督を行う。 

郵便の近代化・ 
高度化に取り組む

国々 
日本型郵便インフラ 

システム 

ノウハウ 
伝授 

37 



Ⅲ．安心・安全な社会の構築   - ８．東日本大震災からの復興の着実な推進  - 

(1)復旧・復興の着実な推進 

(a) 被災自治体に対する人的支援 

・引き続き人材が不足している被災自治体からの要請に応じ、全国の自治体に対する職員派遣の
要請、被災自治体における任期付職員の採用支援、被災自治体で働く意欲のある市区町村ＯＢ
職員に関する情報提供、民間企業等の人材の活用の促進等の人的支援を推進。 

(b) 復旧・復興事業等を着実に推進するための財源の確保 
・復興・創生期間においても、東日本大震災の復旧・復興事業等について、通常収支とは別枠で    
整理し、地方の所要の事業費及び財源を確実に確保。 

＜震災復興特別交付税＞ 

東日本大震災の復旧・復興事業に係る被災団体の財政負担を解消するため、通常の地方交付税とは別枠で確保 

・平成27年度  5,898億円 

 
＜全国防災事業＞ 

東日本大震災の教訓を踏まえ実施する全国防災事業について、所要の事業費及び財源を確保 

・平成27年度  4,905億円 

38 



(2)被災地における消防防災体制の充実強化 

(a) 被災地における消防防災施設の復旧への支援 

・東日本大震災により被害を受けた消防庁舎や無線施設等の
消防防災施設・設備の早期復旧を支援 

【予算】 消防防災施設・設備災害復旧費補助金等   ６１億円（２７年度 ２９億円） 

・東京電力福島第一原子力発電所事故に伴い設定された避難
指示区域における大規模林野火災等の災害に対応するため
の消防活動等を支援 

  ①避難指示区域の消防活動に伴い必要となる消防車両等
の整備を支援 

  ②県内消防本部の消防車両等及び県外からのヘリによる
消防応援活動に要する経費を支援 

  ③県内外の市町村の消防応援訓練の実施に要する経費を
支援 

【予算】 原子力災害避難指示区域消防活動費交付金 
       ３．９億円（２７年度 ３．０億円） 

消防庁舎復旧事業 
(いわき市消防本部小名浜消防署江名分遣所) 

(b) 被災地における消防活動の支援   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜福島県・県内消防本部＞ 
 ヘリ・消防車両等による活動 

大規模な林野火災等が発生した場合 

福島県 

避難指示区域 

＜福島県外の都道府県＞ 
 ヘリによる活動 
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帰還困難区域 

居住制限区域 

避難指示解除準備区域 

＜凡例＞ 

Ⅲ．安心・安全な社会の構築   - ８．東日本大震災からの復興の着実な推進  - 39 
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40 Ⅲ．安心・安全な社会の構築  - ８．東日本大震災からの復興の着実な推進  - 

・ＩＣＴ基盤整備による復興街づくりへの貢献 
  復興に向けて、新たな街づくりを行う地域に 
おいて、超高速ブロードバンド、放送の受信環境
及び公共施設等向け通信基盤・システムの整備等
の住民生活・地域経済に必要不可欠なＩＣＴ基盤
の整備を支援  

・ＩＣＴ基盤の復旧への支援 
  東日本大震災により被災した地域の超高速ブ

ロードバンドサービス施設、ケーブルテレビ等
の有線放送施設及び公共施設間を結ぶ地域公共
ネットワーク施設等のＩＣＴ基盤の復旧を支援 

◎放送送受信 
    環境の整備 高台等移転 

新たな街づくりを 
行う地域 

【予算】 被災地域情報化推進事業  
      ３．５億円 （２７年度 １９億円の内数）                        

【予算】 情報通信基盤災害復旧事業費補助金  
     １．９億円 （２７年度 ２．９億円）                      

(3)ＩＣＴによる復興の推進 

◎東日本大震災により被災したＩＣＴ基盤の復旧 

震災に 
より分断 

震災に 
より流出 

◎公共施設等向け 
 通信基盤・システムの整備 

◎居住地向け 
 通信基盤の整備 



(1)巨大地震・火山災害等に備えた緊急消防援助隊の強化 

(a) 緊急消防援助隊の大幅増隊、活動体制の充実強化、連携活動能力の向上 

大型 
エアーテント 

拠点機能形成車両 

・南海トラフ地震等の大規模災害や火山災害等に備え、大規模
かつ迅速な部隊投入のための体制を整備するため、「緊急 
消防援助隊基本計画」に基づき、平成30年度末までに6,000隊
への大幅増隊の実現に向け、必要な車両等を整備 

・石油コンビナート等のエネルギー・産業基盤災害に即応する
ドラゴンハイパー・コマンドユニットを増隊（後掲） 

【予算】 緊急消防援助隊設備整備費補助金（車両等）  
       ４９億円（２７年度 ４５億円） 

・長期に及ぶ消防応援活動を可能とするため、隊員100人が宿営可能
な大型エアーテント等を搭載した拠点機能形成車両を整備 

【予算】 拠点機能形成車両の整備  １．２億円（２７年度 ２．４億円）  

【予算】 エネルギー・産業基盤災害対応型消防水利システムの配備  
       ４．０億円（後掲） 

＜緊急消防援助隊の大幅増隊＞ 

＜緊急消防援助隊の活動体制の充実強化＞ 
４８０隊 

（＋３９） 

Ｈ３０ 
（６,０００隊） 

エネルギー・産業基盤 
災害即応部隊 １２部隊 

（＋１０） 

統合機動部隊 

通信支援小隊 

５０部隊 
（＋３５） 

５０隊 
（＋２７） 

主な部隊 

消火小隊 

救助小隊 

救急小隊 

２,５００隊 
（＋７４５） 

石油タンク火災等のエネルギー・産業基
盤災害に特化した災害対応を実施 

迅速に先遣出動し、緊急度の高い消防活動及び
後続隊の活動のための情報収集を実施 

通信確保の支援活動を実施 

Ｈ２７ 
（４,９８４隊） 

２部隊 

１５部隊 

２３隊 

１,１４７隊 

１,７５５隊 

４４１隊 

１,２５０隊 
（＋１０３） 
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・消防庁及び緊急消防援助隊の各部隊の迅速な意思決定
及び展開を可能とするため、操縦士の育成・確保等に
よる消防防災ヘリの充実やＩＣＴを活用したオペレー
ション機能の強化等により緊急消防援助隊の即応体制
を強化 

【予算】 無線中継車の配備        ０．８億円（新規） 
      ヘリコプター動態管理システム ０．５億円（２６年度補正 ０．８億円） 
      ヘリサットカメラの機能向上   １．７億円（２６年度補正 １．８億円） 

・2020年オリンピック・パラリンピック東京大会等において、 
 ＮＢＣ災害に万全を期すため、大型除染システム搭載車等を
整備（後掲） 
【予算】 特殊災害対応車両の整備       ０．４億円（後掲） 
       特殊救急自動車の整備         １．１億円（後掲） 

＜緊急消防援助隊の連携活動能力の向上＞ 

・津波災害等における機動的な人命救助活動を可能とするため、 
 水陸両用バギー等を搭載した津波・大規模風水害対策車両や 
 重機・重機搬送車を整備 

【予算】 津波・大規模風水害対策車両等の整備  １．２億円（２７年度 １．２億円） 

※(1)(a)「緊急消防援助隊の大幅増隊、活動体制の充実強化、連携活動能力の向上」の続き  

消火・救急ユニット搭載 
小型水陸両用バギー 

津波・大規模 
風水害対策車両 

無線中継車 ヘリコプター動態管理システム 
イメージ図 
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(b) ドラゴンハイパー・コマンドユニットの充実等（エネルギー・産業基盤災害対策） 

・緊急消防援助隊に設置したドラゴンハイパー・コマンド
ユニット（エネルギー・産業基盤災害即応部隊）の平成 
３０年度までの１２部隊配備に向け、部隊編成の中核と 
なる特殊車両を配備 

・コンビナート災害に対する防災体制の充実強化、危険物施設の 
 安全確保対策等、エネルギー・産業基盤の安全確保対策を推進（後掲） 

【予算】 石油コンビナート等における防災・減災対策   ２．８億円（後掲） 

【予算】 エネルギー・産業基盤災害対応型消防水利システムの配備   
       ４．０億円（２７年度 ４．０億円） 

・消防職員の安全確保とともに、エネルギー・産業基盤災害への
高度な応急対応を実現するため、消防ロボットを研究開発 

【予算】 エネルギー・産業基盤災害対応のための消防ロボットの研究開発  
        ２．９億円（２７年度 ２．３億円） 

情報収集 
ロボット 

放水ロボット 

＜消防ロボット＞ 

大型放水砲車 

大容量送水ポンプ車 

＜エネルギー・産業基盤災害対応型消防水利システム＞ 
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GPS

避難情報・地図
・避難場所・
ハザードデータ

メール

プリ起動

地震・
大雨

現在地

避難勧告の対象地域に入って
います。

避難場所又は近くの頑強な建
物に避難してください。

地図：電子国土Web（国土地理院）をもとに消防庁作成

(2)複雑多様化、高度化する消防需要に対応するための常備消防力等の強化 

(a) 広域化等による常備消防の充実強化 

・活動火山対策避難施設のほか、耐震性貯水槽、備蓄倉庫（地域防災
拠点施設）、救助活動等拠点施設、広域訓練拠点施設等の住民生活
の安心・安全を確保するための消防防災施設整備を促進 
【予算】 消防防災施設整備費補助金  １６億円（２７年度 １６億円） 

(b) 防災情報の伝達体制の整備 
・昨今の土砂災害や火山災害等を踏まえ、緊急速報メール 
 や防災行政無線等による効果的な災害情報の伝達を推進 

【予算】 緊急速報メールの高度化による適切な情報伝達手段の確立  ０．９億円（新規） 
       防災行政無線のエリア限定伝達等の効果的な活用による情報伝達手段の確立 
       ０．２億円（新規） 

【予算】 全国版防災アプリ（避難支援アプリ）の実運用化による避難行動の支援方法の確立  ０．４億円（２７年度 ０．１億円） 

・現在地の災害危険性を表示し、適切な避難行動を支援する
多言語対応の全国版防災アプリ（避難支援アプリ）を整備 

・人口減少社会における持続可能な消防体制の確保 

・災害対応力強化のため、教育訓練施設の整備を促進 

・多様な地域の消火・救助・救急ニーズに的確に対応すべく、消防広域化重点地域への支援や
消防活動の高度化の推進等により、常備消防の体制を強化 
【予算】 消防の広域化・救急救命体制の整備・充実等  ２．６億円（２７年度 ２．３億円） 

【予算】  人口減少社会における持続可能な消防体制の確保  ０．１億円（新規） 

耐震性 
貯水槽 

活動火山対策 
避難施設 

＜消防防災施設整備の促進＞ 

防災アプリのイメージ 
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(4)地域防災力の中核となる消防団の強化 

(a) 消防団への若者・女性等の加入促進 

・地域住民の安心・安全の確保に大きな役割を果たす消防団
について、若者や女性をはじめとした入団を促進するため、
地方公共団体による先進的な加入促進方策を積極的に支援
の上、各種広報を実施することにより広く展開 

(ｂ) 消防団の装備・訓練の充実強化 

・大規模自然災害等から住民を守るため、消防学校及び 
 市町村に車両等を無償貸し付けし、教育訓練を実施す 
 ることで、消防団等の災害対応能力を向上 

【予算】 消防団の装備・訓練の充実強化  ３．３億円（２７年度 ３．６億円） 

【予算】 消防団を中核とした地域防災力の充実強化 ５．１億円 
                           （２７年度 ２．７億円） 
      うち、消防団加入促進支援事業   １．２億円 
          女性消防団員等の活躍加速支援事業  １．１億円 
          地域防災力充実強化大会（各界・各層参画の大会を東西で開催） ０．２億円 

女性消防団員数の推移 

＜消防団の装備・訓練の充実強化＞ 

救助資機材搭載型消防ポンプ自動車 

22,729  

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

＜H27.4.1現在速報値＞ 

投光器 

※写真はイメージ 

油圧カッター 

チェーンソー エンジンカッター 
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(3)Ｌアラートの普及促進 

・Ｌアラートの一層の普及・発展のため、各自治体での導入に向けた働きかけやライフライン情報の
拡大に向けた取組等を加速化 



(5)多様な主体による地域防災力の充実強化と火災予防対策の推進 

(b) 火災予防対策の推進 

(a) 自主防災組織等の充実強化 

・火災予防の実効性向上及び規制体系の再構築を図るとともに、消防法令に係る違反是正を推進 
【予算】 火災予防の実効性向上、違反是正推進による安心・安全の確保   １．２億円（２７年度 １．２億円） 

・国際動向を踏まえた消防用機器等の規格・基準の検討や、国際展開を推進 
【予算】 消防用機器等の国際動向への対応、日本規格に適合した消防用機器等の競争力強化   ０．２億円（２７年度 ０．１億円） 

(c) 危険物施設等の安全対策の推進 

・災害時の電力バックアップ体制の重要性増大等に伴う多様な危険物 
 施設のあり方検討を踏まえ、円滑な非常用電源設備の導入を実現 

【予算】 国土強靱化等に対応した多様な危険物施設のあり方を踏まえた円滑な 
      非常用電源設備導入の実現に要する経費    ０．１億円（新規） 

・コンビナート災害に対する防災体制の充実強化、危険物施設の安全 
 確保対策等、エネルギー・産業基盤の安全確保対策を推進 

【予算】 石油コンビナート等における防災・減災対策   ２．８億円（２７年度 ３．１億円） 

大容量泡放射システムによる放水訓練 
（大阪・和歌山広域共同防災協議会） 

・過去の災害の教訓を伝承し、防災意識の向上を図るとともに、自主防災組織
に資機材を無償貸し付けし、消防団と連携した地域防災リーダーの育成等に 
より、自主防災組織等を活性化し、地域防災力を向上 

可搬式消防ポンプ 

投光器 

【主な貸し付け資機材】 

訓練用ＡＥＤ 

チェーンソー 

【予算】 災害伝承１０年プロジェクト  ０．２億円（２７年度 ０．１億円） 
       地域防災リーダー育成事業  ０．７億円（２７年度 ０．４億円） 
       （以上、消防団を中核とした地域防災力の充実強化 ５．１億円の内数） 
       地域防災拠点施設の整備 
       （消防防災施設整備費補助金  １６億円の内数） 

地域防災拠点施設 

＜地域防災拠点の整備＞ 

※写真はイメージ 

＜石油コンビナート等における防災・減災対策＞ 
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(6)消防防災分野における女性の活躍促進 

(a) 女性消防職員の更なる活躍 
・消防吏員を目指す女性を増加させるため、これから社会人
になる年齢層の女性に対する積極的なＰＲ（説明会の開催
等）の展開や、消防本部における女性活躍推進のための 
取組を支援  
【予算】 女性消防吏員の更なる活躍推進  ０．７億円（新規） 

(b) 女性・学生の消防団への加入促進 
・地域住民の安心・安全の確保に大きな役割を果たす消防団
について、若者や女性をはじめとした入団を促進するため、
地方公共団体による先進的な加入促進方策を積極的に支援
の上、各種広報を実施することにより広く展開（再掲） 
【予算】 消防団を中核とした地域防災力の充実強化 ５．１億円（２７年度 ２．７億円） 
      うち、消防団加入促進支援事業   １．２億円 
          女性消防団員等の活躍加速支援事業  １．１億円 
          地域防災力充実強化大会（各界・各層参画の大会を東西で開催） ０．２億円 

(7)伊勢志摩サミット等における消防・救急体制の確保 

・サミット等開催期間中の災害発生の未然防止及びテロを含む
災害発生時の迅速な対応のため、サミット等の開催地及び 
関係消防本部等との連携を図り、広域的な応援等により  
サミット開催地等における消防・救急の特別警戒体制を確立 

【予算】 伊勢志摩サミットにおける消防救急体制等の整備  ４．４億円（新規） 

救命講習を行う女性消防団員 

北海道洞爺湖サミット消防特別警戒 

消防隊員等として活躍する女性消防吏員 
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(8) 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会等の 
      円滑な開催に向けた大都市等の安心・安全対策の推進 

(a) 大規模イベント開催時の危機管理体制の充実 

・2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会等の大規模
イベントにおいて、テロ災害への対応に万全を期すため、  
除染活動に用いる大型資機材を積載し、短時間に大量の 
除染が可能な大型除染システム搭載車、多数の傷病者を 
一度に収容でき応急救護を集中的に実施できる特殊救急 
自動車（ｽｰﾊﾟｰｱﾝﾋﾞｭﾗﾝｽ）を整備 
【予算】 特殊災害対応車両の整備   ０．４億円（２７年度 ０．４億円） 
       特殊救急自動車の整備    １．１億円（新規） 

【予算】 国民保護共同訓練の充実強化   １．０億円（２７年度 ０．９億円） 

・大規模テロなどの国民保護事案への対処能力の向上の   
ための国民保護共同訓練を充実強化 

国と地方公共団体との共同訓練 

【予算】 ＮＢＣ災害専門部隊教育の実施 
     （消防大学校の運営 ２．１億円の内数） 

・消防大学校におけるＮＢＣ災害専門部隊教育の実施 

特殊救急自動車 

消防大学校におけるＮＢＣ災害専門教育 
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(b) 外国人来訪者等への対応 

・障がい者等が救急要請等を行う際に活用することを想定
し、スマホ等を利用した音声以外の１１９番緊急通報 
手段の導入・普及に向けたシステム構築を図るとともに
多言語対応についても検討 

【予算】 音声以外の１１９番通報手段の確立 １．４億円（２７年度 ０．８億円） 

・駅、空港等のターミナル施設等において、外国人来訪者や障がい者
等に対応した消防用設備等や避難誘導に係るガイドラインの作成 
など、防火安全対策を推進 

【予算】 外国人来訪者等に配慮したターミナル施設等における防火安全対策の推進    
       ０．１億円（２７年度 ０．１億円） 

・外国人来訪者等とのコミュニケーションの円滑化により、迅速・
的確な救急搬送体制を構築するとともに、熱中症対策を推進 

【予算】 熱中症対策等の検討（救急救命体制の整備・充実  ０．６億円の内数） 

・多言語対応の全国版防災アプリ（避難支援アプリ）の整備
により、来訪者等の避難誘導を高度化（再掲） 

【予算】 全国版防災アプリ（避難支援アプリ）の実運用化による避難行動の支援方法の確立 ０．４億円（再掲） 

・多言語音声翻訳システムや救急現場情報のリアルタイム伝達
等のＩＣＴ技術を利用した次世代救急車の研究開発 
【予算】 次世代救急車の研究開発   ０．６億円（新規） 

 
 

Internet IP-VPN 
 

位 置 情 報 出 動 通 知

リスト(L)

詳細聞き取り

時 刻

種 別

通報者
氏 名

住 所

年 齢

性 別

内 容
詳 細

2013/01/25 14:36:12

：救急

：本人
：○○○○

：△△市□□三丁目

１－２

□□アパート２０２号室

：５８才

：男性

：病気
：未記入

緯度：N35.00000 経度：E136.00000

△△市○○町二丁目 付近

項目 内容

データセン
ター 

通 報 が 受 付 け

ら れ ま し た

閉 じ る

再 通 報

救 急 火 災

具合が悪いのは：

自 分 自 分 以 外

人数は：

1名だけ 2～5名 6～10名 11名以上

どのような方： 男 性 女 性

6歳未満 6歳以上

呼吸は：

通 報

あ る な い

意識は： あ る な い

(未就学児)

通 報

救 急 火 災

申告内容：

病 気 ケ ガ

出血は：

通 報

あ る な い

ケガの部位： 正 面 背 面

通 報

通報者 消防本部 

＜スマホ等を利用した音声以外の１１９番通報（イメージ）＞ 

＜熱中症対策の推進＞ 

熱中症リーフレット 
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50 Ⅲ．安心・安全な社会の構築  - 10．ＩＣＴの安心・安全の確保 - 

【予算】 パーソナルデータ利活用のための安全確保技術の実証 
       １．２億円（２７年度 ０．５億円） 

・スマートフォン上のアプリケーションにおける利用者情報の適切な取扱いについて第三者が検証 
 する仕組みが速やかに整備されるよう、技術的課題等の実証を実施 

・電気通信事業者が取り扱う位置情報等の 
 パーソナルデータについて、プライバシーを 
 適切に保護しつつ、その利活用を推進するため、

データの処理・加工・保存における安全確保 
 技術の実証を実施 

【予算】 スマートフォン上のアプリケーションにおける利用者情報の取扱いに係る技術的検証等に係る実証実験  
     １．０億円（２７年度 ０．９億円） 

【パーソナルデータ利活用のための安全確保技術の実証のイメージ図】 

・誰もが安心・安全にＩＣＴサービスを利用できる環境の整備を目指し、良好な電波利用環境の
確保、スマートフォンの普及や新たな情報通信技術・サービスに適応した普及啓発活動等、
様々な施策を実施 

・電気通信サービスにおける事故の多様化・複雑化への対応及び非常災害時における通信確保への 
対応の強化等を実施 

・ＩＳＰ等事業者間で不正トラヒックの情報を効果的に共有することにより、大規模異常トラヒックを
自動遮断する実証実験を実施 

(1)安心・安全なＩＣＴ利用環境の整備（社会的課題への対応等） 

基地局等 

位置情報 位置情報の匿名化 

データ活用 

電気通信事業者の本来役務
の提供に用いる 

二次的な利活用 

※加工過程で生じるデータの 
適切な管理・運用が必要 
 

・ＩｏＴ、車のＩＴ化、ロボットの利用などＩＣＴサービスの将来動向を踏まえた諸課題への   
対応を実施 

 



51 Ⅲ．安心・安全な社会の構築  - 10．ＩＣＴの安心・安全の確保 - 

【予算】 未来指向型セキュリティネットワーク基盤構築事業  １３億円（新規） 

・２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会を見据え、将来の我が国における安全・
安心なサイバー空間を実現するため、①サイバーセキュリティ人材の育成、②関係事業者間の 
情報共有、③急増するＩｏＴ機器等のセキュリティの確保といった各種基盤を構築 

【予算】 ICT環境の変化に応じた情報セキュリティ対応方策の
推進事業 ４．０億円（２７年度 ４．１億円） 

(2)サイバーセキュリティの強化 

東京オリンピック・パラリンピック競技大会関連システムを模擬可能な 
大規模なサイバー演習基盤を活用し、サイバーセキュリティ人材を育成 

参加 

・日本年金機構の事案を受け、官公庁、
特殊法人及び重要インフラ企業等の 
機密情報の窃取等を目的とした巧妙な
標的型攻撃について、実践的な演習を
実施 
【予算】 サイバー攻撃複合防御モデル・実践演習 
       ６．０億円（２７年度  ４．０億円）、事項要求 

・一般のインターネットユーザのウイルス感染 
 を防止するための実証実験等を実施 

 放送環境 

チケット販売 

公式HP 

WiFi・通信環境 

交通システム 

監視カメラ等 大規模演習基盤 

2020 
TOKYO 

Guard! Attack! 



52 Ⅲ．安心・安全な社会の構築  - 10．ＩＣＴの安心・安全の確保- 

【予算】 民放ラジオ難聴解消支援事業  

           １６億円（２７年度 １４億円） 

・国民生活に密着した情報や災害時における  
生命・財産の確保に必要な情報の提供を確保
するため、ラジオの難聴解消のための中継局
の整備費用の一部を補助 

【放送ネットワーク整備のイメージ】 ・被災情報や避難情報など、国民の生命・財産 
 の確保に不可欠な情報を確実に提供するため、 
 ①放送局の予備送信設備、災害対策補完送信所、   

緊急地震速報設備等の整備費用 
 ②ケーブルテレビ幹線の２ルート化等の整備費用 
  の一部を補助 

(3)放送ネットワークの強靱化 

本
社 

送信所 

災害情報の 
迅速・正確な伝達 

放送メディア 

予備送信設備、災害対策補完送信所、緊急地震速報設備等の整備を促進 

放送施設の 
災害対策強化 

緊急地震速報 緊急警報放送 

予備送信設備 

災害対策補完送信所 等 等 

国民の生命・財産の確保に不可欠な情報の確実な提供 

予備電源設備 

住
民 ケーブルテレビ幹線の 

２ルート化等 【予算】 放送ネットワーク整備支援事業 ７．０億円 
                              （２７年度 １．０億円） 
【税制】 放送ネットワーク災害対策促進税制の拡充・継続 



Ⅲ．安心・安全な社会の構築   - 11．恩給の適切な支給 - 

(a) 受給者の生活を支える恩給の支給 

・恩給請求について適正・迅速な処理を行うとともに、
丁寧な相談対応等により受給者サービスの向上を図る 

・受給者の生活を支えるため、適切な年額水準を確保 

【予算】 恩給支給事業  ３，２７７億円（２７年度 ３，７４５億円） 

■ 恩給相談の模様 

(1)恩給の適切な支給 
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(a)政府情報システムの統廃合・クラウド化を
推進 

首都拠点 

分散拠点 
（整備中） 

データセンタ 

特殊なシステム（旧式の大型システム、地方等に多数の拠点
を有しているシステムなど、移行が馴染まないシステム） 

職員 
Ｃ省庁舎 

Ｂ省庁舎 

職員 

政府共通ＰＦ 

Ａ省庁舎 

職員 

【Ａ、Ｂ、Ｄシステム】 

インターネット 
国民等 

【Ｃシステム】 

データセンタＣ 

 
 

府省間を接続する通信
ネットワーク 

（政府共通ネットワーク
（G-Net）） 

（地方公共団体職員） 

（LGWAN） 

Ａ省庁舎 データセンタＢ 

データセンタＤ 

【Ｂシステム】 【Ａシステム】 

 
職員 

【Ｄシステム】 

（府省間を接続する 
 通信ネットワーク） 

Ｂ省庁舎 

Ｃ省庁舎 
【Ｃシステム】 

データセンタＣ 
 

職員 

職員 

インターネット 

運用監視 
要員 

 
国民等 

（地方公共団体職員） 

（LGWAN） 

政
府
共
通
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
整
備
後
（ク
ラ
ウ
ド
化
） 

政
府
共
通
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
整
備
前 

(1)行政のＩＣＴ化の推進、政府情報システム
のセキュア化 

(b)政府共通プラットフォームの充実・強化 

(c)政府内ネットワークの再編 

・2018年度までにシステム数を542（▲63％）まで 
廃止・集約化。2021年度までに316システムを政府
共通プラットフォームに移行。 

・国民・社会等に多大な悪影響を及ぼす機密性・ 
完全性の高い情報への不正なアクセスを防止する
ため、政府情報システムをインターネットから 
分離するための環境（セキュア環境）等を、政府
共通PF上で一元的に整備し、各府省向けに提供。 

・引き続き、政府のプライベートクラウドとしての
機能を充実。 

・政府内ネットワークの再編に向け、新たな共通
ネットワークの在り方等の基本計画を2016年度 
早期に策定。 

 【予算】政府共通プラットフォーム整備等経費等 １０４億円 
      災害や情報セキュリティに強い行政基盤の構築等経費 ２７億円 
      各府省で共用するセキュア環境等の整備 事項要求 
          （（a）～（c））           （２７年度 ９３億円） 

Ⅳ. 未来につなぐ、行政基盤の確立 –12．行政のＩＣＴ化・ＢＰＲ推進と効率的で質の高い行政の実現- 54 



(d) 自治体クラウドの取組の加速 

・自治体クラウドの取組を積極的に展開するため、
自治体クラウドグループの取組事例について  
深掘り・分析し、今後導入する自治体の取組に 
資するよう整理・類型化する等の調査研究等を 
実施 
【予算】 自治体クラウドの取組の加速に向けた調査研究等 
       ０．７億円（２７年度 ０．４億円） 

・政令指定都市などの大規模自治体を中心とした
クラウド推進に係る技術的課題を検討し、  
システム標準の策定・検証等を実施 

【予算】 多様なクラウド環境下における情報連携基盤構築事業 
                ３．２億円（２７年度 ０．３億円） 

Ⅳ. 未来につなぐ、行政基盤の確立 –12．行政のＩＣＴ化・ＢＰＲ推進と効率的で質の高い行政の実現- 55 



  ・情報公開法及び行政機関等個人情報保護法の施行状況調査の実施・運用改善の徹底、総合案内所
の運営 

  ・行政機関等が保有するパーソナルデータの利活用等の推進  

    

(b) 情報公開法及び個人情報保護法の適正かつ円滑な運用の確保  

(2)業務改革の徹底、独立行政法人制度の適切な運用 

(3)行政の透明化・国民の権利利益の救済の強化 

(a) 業務改革の徹底 

（業務改革の例） 
  ・手続をオンライン化し、申請にかかる来庁等の負担を軽減するとともに、処理期間を短縮 
  ・フリーアドレス制の導入、ペーパーレス化など、職員間のコミュニケーション活性化等につながる

オフィス改革 

・各府省の業務プロセスの再構築（ＢＰＲ）の推進や好事例の横展開等により、
行政の効率化・行政サービスの質の向上を実現 

・改正行政不服審査法、整備法及び改正行政手続法の円滑な施行のための取組を推進 

(a) 改正行政不服審査制度による公正・適正な行政運営の確保  

(b) 独立行政法人制度の適切な運用 
・改正独立行政法人通則法の施行により導入した、新たな目標・評価の仕組みの適切な運用 
・独立行政法人評価制度委員会による、各独立行政法人の主務大臣が行う目標策定や評価のチェック
等の実施 

Ⅳ. 未来につなぐ、行政基盤の確立 –12．行政のＩＣＴ化・ＢＰＲ推進と効率的で質の高い行政の実現- 56 



(4)地方自治体における行政サービスのオープン化・アウトソーシング等の推進 

(b) 地方自治体の取組状況を比較可能な形で公表し、見える化を実施 

(a) 「業務改革モデルプロジェクト」を実施し、優良事例を横展開 

・業務改革を推進するため、各地方自治体における取組状況を比較可能な形で公表し、取組状況の
見える化を実施（指定管理者制度、民間委託、クラウド化等） 

・ＢＰＲの手法及びＩＣＴを活用し、総合窓口の導入・アウトソーシング、庶務業務の集約化等に
一体的に取り組む地方自治体を支援する「業務改革モデルプロジェクト」を実施し、優良事例の
横展開を図る 

【予算】 業務改革モデルプロジェクト実施事業 ２．０億円（新規） 

(5)国民ニーズを反映した的確な行政の実現（行政相談） 

・行政相談事案の迅速・的確な解決、行政課題の抽出とその改善及び行政相談委員との協働 

Ⅳ. 未来につなぐ、行政基盤の確立 –12．行政のＩＣＴ化・ＢＰＲ推進と効率的で質の高い行政の実現- 57 



(6)公的統計の体系的整備 

 (a) 第Ⅱ期「公的統計の整備に関する基本的な計画」の推進 

・平成26年３月に閣議決定した「公的統計の整備に関する基本的な計画」   
（第Ⅱ期）に基づき、 

 ①公的統計の整備 
  （経済センサスを軸としたサービス・企業統計の整備、産業連関表の整備等） 
 ②報告者の利便性の向上、正確かつ効率的な統計作成（オンライン調査の推進

等） 
 ③統計データの有効活用の推進（統計データのオープン化等） 
 ④統計分野における積極的な国際協力・国際貢献の推進 
  （国連アジア太平洋統計研修所が実施する研修への支援等） 
 ⑤統計調査環境の改善（統計調査に対する国民の理解増進等） 
 などの取組を推進 

【予算】 公的統計基本計画推進費等 ５．５億円（２７年度 ４．５億円） 
平成27年度「統計の日」ポスター 

(b) 「経済センサス‐活動調査」及び「社会生活基本調査」の円滑な実施 
・「経済センサス-活動調査」の円滑な実施（事業所・企業の経済活動の状態を調査） 
 全産業分野の売上（収入）金額や費用などの経理事項を全国的及び地域別に明らかにするとともに、
事業所・企業を対象とする各種統計調査の実施のための母集団情報を得る  

・「社会生活基本調査」の円滑な実施 
 国民の生活時間の配分及び自由時間における主な活動について調査し、国民の社会生活の実態を 
明らかにすることにより、各種行政施策の基礎資料を得る 

【予算】 経済センサス‐活動調査  １０２億円（２７年度 ２８億円） 
                社会生活基本調査                      ６．１億円（新規） 

Ⅳ. 未来につなぐ、行政基盤の確立 –12．行政のＩＣＴ化・ＢＰＲ推進と効率的で質の高い行政の実現- 58 



  
 
 
 
 

  

情報通信技術（ＩＣＴ）の進展を勘案したオンラインを利用した
調査の推進を図り、統計の精度を確保しつつ、効率的に統計を 
作成し、提供を図る。 
 
消費者物価指数（ＣＰＩ）を作成する小売物価統計調査の   
システム化（オンライン化）率100％の実現に向けた取組みを実施。 
  
所管するその他の統計調査においても、我が国で初めて全世帯を
対象として、オンライン調査を実施する国勢調査の取組・実績を
も踏まえ、統計調査のオンライン化を推進し、国民の利便性の 
向上に寄与。 

(7)統計調査のオンライン化の推進 

【予算】 統計調査のオンライン化推進経費 ２．６億円（２７年度 ３．９億円） 

・エビデンスに基づく政策の企画・立案に向けた政策評価の改善方策の
検討 

・行政事業レビューとの連携の強化、政策評価の標準化・重点化 

(8)上質の政策評価によるエビデンスに基づく政策の企画・立案の推進 
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Ⅳ．未来につなぐ、行政基盤の確立   - １３．主権者教育の推進  - 

(1)民主主義の担い手である若者に対する主権者教育の推進 

(a) 選挙・政治に関する教育の充実 

(b) 参加・体験型学習の促進 

・文部科学省と連携し、高校生向け副教材を作成・配布 
・模擬選挙や出前授業の実施等を支援 

・地方公共団体や地域の啓発ボランティア団体と連携し、 
 参加・体験型の研修会等の実施 
・地域で開催する参加・体験型のイベントの実施を支援 

【予算】 参加・実践等を通じた政治意識向上に要する経費 １．４億円（２７年度 １．４億円） 

(c) 若者啓発グループの活動促進 
・地域で自主的に啓発活動を実施する若者啓発グループの 
 活動を支援 
・全国の若者啓発グループで組織する若者選挙ネットワーク 
 と連携し、啓発イベント（若者フォーラム）を開催 

図：高校生による模擬選挙の様子 

(2)投票率の向上に向けた投票環境の整備 

・国政選挙・地方選挙における投票率の向上を図るため、地域の実
情に応じて期日前投票所を効果的に設置するなど、有権者が投票
しやすい環境を整備 

【予算】 参議院議員通常選挙執行委託費のうち  ５９億円（新規） 
     投票環境の向上等に要する経費      ０．２億円（２７年度 ０．２億円） 

選挙権年齢引下げを踏まえ、若者に対する主権者教育を推進する。 
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